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働
き
方
改
革
や
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル

ス
の
感
染
拡
大
防
止
の
観
点
か
ら
、
在

宅
勤
務
（
テ
レ
ワ
ー
ク
）
を
導
入
す
る

企
業
が
増
え
て
い
ま
す
。

　

在
宅
勤
務
に
か
か
る
費
用
を
企
業
が

負
担
し
た
場
合
の
税
務
の
取
扱
い
に
つ

い
て
、
国
税
庁
は
「
在
宅
勤
務
に
係
る

費
用
負
担
等
に
関
す
る
Ｆ
Ａ
Ｑ
」
を
令

和
３
年
１
月
に
公
開
し
ま
し
た
。

　

こ
こ
で
は
、
そ
の
内
容
に
つ
い
て
解

説
し
ま
す
。

　
企
業
が
在
宅
勤
務
手
当
を
従

業
員
に
支
給
し
た
場
合
は
、
給

与
課
税
と
な
る
の
か
？

　

企
業
が
在
宅
勤
務
に
通
常
必

要
な
費
用
を
従
業
員
に
実
費
精

QＡ

在宅勤務に関連した
費用負担に関する
税務処理　   ＆　

算
で
支
給
す
る
場
合
は
、
給
与
課
税
と

な
り
ま
せ
ん
。

　

一
方
で
、
在
宅
勤
務
手
当
（
在
宅
勤

務
に
通
常
必
要
な
費
用
と
し
て
使
用
し

な
か
っ
た
場
合
で
も
返
金
し
な
い
も

の
）
と
し
て
、
定
額
の
金
銭
を
従
業
員

に
支
給
す
る
場
合
は
、
給
与
課
税
と
な

り
ま
す
（
図
表
１
）。

　

た
と
え
ば
、
渡
切
り
（
使
途
不
問
・

精
算
不
要
）
で
毎
月
５
０
０
０
円
を
支

給
し
た
場
合
は
、
５
０
０
０
円
全
額
が

給
与
課
税
と
な
り
ま
す
。

　
企
業
が
在
宅
勤
務
に
必
要
な

パ
ソ
コ
ン
等
（
事
務
用
品
等
）

を
従
業
員
に
支
給
し
た
場
合
は
、
給
与

課
税
と
な
る
の
か
？

Q

平井会計事務所 
税理士

平 井 満 広

ＡQ
在宅勤務を導入した場合、その費用負担についてト
ラブルが生じやすいとされています。そこで、税制
面の取扱いについてＱ＆Ａ形式で解説します。

図表１　在宅勤務手当と給与課税のイメージ

(1) 在宅勤務に必要な費用を実費精算する場合

(2)�在宅勤務手当として毎月定額を支給する場合 
（返還不要）

実費支給

定額支給

精算

給与課税なし

給与課税あり

企業

企業

従業員

従業員
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在
宅
勤
務
に
通
常
必
要
な

費
用
の
精
算
方
法
は
、
以
下

の
区
分
に
応
じ
て
次
の
方
法
が
考
え
ら

れ
ま
す
。

⑴　
従
業
員
に
貸
与
す
る
パ
ソ
コ
ン
等

を
新
た
に
購
入
す
る
場
合

①
　
企
業
が
従
業
員
に
金
銭
を
仮
払
い

し
た
後
、
従
業
員
が
パ
ソ
コ
ン
等
を

購
入
し
、
領
収
書
等
を
企
業
に
提
出

し
て
購
入
費
用
を
精
算
（
超
過
金
額

を
返
還
）
す
る
方
法

②
　
従
業
員
が
パ
ソ
コ
ン
等
を
立
替
払

い
で
購
入
し
、
領
収
書
等
を
企
業
に

提
出
し
て
購
入
費
用
を
受
領
す
る
方

法
　

な
お
、
①
②
い
ず
れ
の
方
法
で
購
入

し
て
も
、「
パ
ソ
コ
ン
等
の
所
有
権
を

従
業
員
が
有
す
る
場
合
」
は
貸
与
に
該

当
せ
ず
、
給
与
課
税
と
な
り
ま
す
（
現

物
給
与
）。

　

た
と
え
ば
、
企
業
が
従
業
員
に
10
万

円
を
仮
払
い
し
、
従
業
員
は
パ
ソ
コ
ン

等
を
８
万
円
で
購
入
し
て
企
業
に
２
万

円
を
返
還
し
た
と
し
ま
す
。
こ
の
場

合
、
在
宅
勤
務
終
了
後
に
企
業
に
パ
ソ

コ
ン
等
を
返
却
し
な
い
と
、
８
万
円
が

給
与
課
税
と
な
り
ま
す
。

⑵　
通
信
費
や
電
気
料
金
を
精
算
す
る

場
合

①
　
企
業
が
従
業
員
に
金
銭
を
仮
払
い

し
た
後
、
従
業
員
が
家
事
部
分
（
生

活
費
）
を
含
め
て
負
担
し
た
通
信
費

や
電
気
料
金
に
つ
い
て
、
業
務
の
た

め
に
負
担
し
た
部
分
を
合
理
的
に
計

算
し
、
そ
の
計
算
し
た
金
額
を
企
業

に
報
告
し
て
精
算
（
超
過
金
額
を
返

還
）
す
る
方
法

②
　
従
業
員
が
家
事
部
分
を
含
め
て
負

担
し
た
通
信
費
や
電
気
料
金
に
つ
い

て
、
業
務
の
た
め
に
使
用
し
た
部
分

を
合
理
的
に
計
算
し
、
そ
の
計
算
し

た
金
額
を
企
業
に
報
告
し
て
業
務
の

た
め
に
使
用
し
た
部
分
の
金
額
を
受

領
す
る
方
法

　

な
お
、
⑴
の
①
、
⑵
の
①
の
場
合
、

企
業
が
従
業
員
に
在
宅
勤
務
手
当
を
支

給
し
、
業
務
使
用
部
分
を
超
過
し
た
金

額
を
返
還
し
な
い
場
合
で
も
、
給
与
課

　

企
業
が
所
有
す
る
パ
ソ
コ

ン
等
を
従
業
員
に
貸
与
す
る

場
合
は
、
給
与
課
税
と
な
り
ま
せ
ん
。

　
一
方
で
、
企
業
が
所
有
す
る
パ
ソ
コ
ン

等
を
従
業
員
に
支
給
（
所
有
権
が
従
業

員
に
移
転
。
返
却
も
不
要
）
す
る
場
合

は
給
与
課
税
と
な
り
ま
す
（
図
表
２
）。

　

な
お
、
パ
ソ
コ
ン
等
を
「
支
給
」
と
い

う
形
で
従
業
員
に
配
付
し
て
も
、
従
業

員
が
パ
ソ
コ
ン
等
を
自
由
に
処
分
で
き

ず
、
業
務
に
使
用
し
な
く
な
っ
た
と
き

は
企
業
に
返
却
す
る
場
合
は
「
貸
与
」

と
考
え
、給
与
課
税
と
は
な
り
ま
せ
ん
。

　
在
宅
勤
務
に
通
常
必
要
な
費

用
の
精
算
は
、
ど
の
よ
う
な
方

法
で
行
な
う
の
か
？

Q

税
と
な
る
の
は
超
過
金
額
部
分
の
み
と

な
り
ま
す
。

　

た
と
え
ば
、
企
業
が
従
業
員
に
在
宅

勤
務
手
当
を
５
０
０
０
円
支
給
し
、
従

業
員
は
在
宅
勤
務
費
用
と
し
て
３
０
０

０
円
の
み
使
用
し
た
が
、
超
過
金
額
２

０
０
０
円
は
企
業
に
返
還
し
な
か
っ
た

と
し
ま
す
。

　

こ
の
場
合
、
在
宅
勤
務
費
用
と
し
て

使
用
し
た
３
０
０
０
円
は
給
与
課
税
さ

れ
ず
、
超
過
金
額
の
２
０
０
０
円
の
み

給
与
課
税
と
な
り
ま
す
。

　
従
業
員
が
負
担
し
た
通
信
費

を
支
給
す
る
場
合
、
在
宅
勤
務

の
使
用
部
分
は
ど
の
よ
う
に
計
算
す
れ

ば
よ
い
か
？

　

通
信
費
の
う
ち
在
宅
勤
務
に

使
用
し
た
部
分
の
金
額
は
、
以

下
の
区
分
に
応
じ
て
次
の
方
法
で
計
算

し
ま
す
。

⑴　
電
話
料
金

①　
通
話
料

　

通
話
料
（
後
述
の
基
本
使
用
料
を
除

く
）
に
つ
い
て
は
、
業
務
の
た
め
の
通

話
料
金
を
通
話
明
細
等
で
確
認
し
、
そ

の
金
額
を
従
業
員
に
支
給
す
る
場
合

は
、
給
与
課
税
と
な
り
ま
せ
ん
。

　

な
お
、
業
務
の
た
め
の
通
話
を
頻
繁

に
行
な
う
業
務
（
営
業
担
当
や
出
張
サ

ポ
ー
ト
担
当
等
企
業
が
認
め
る
業
務
）

QＡ

図表２　事務用品等の支給と給与課税のイメージ

(1) 企業所有の事務用品等を貸与する場合（要返却）

(2) 企業所有の事務用品等を支給する場合（返却不要）

貸与

支給

返却

給与課税なし

給与課税あり

企業

企業

従業員

従業員

Ａ

Ａ
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に
従
事
す
る
従
業
員
に
つ
い
て
は
、
通
話

明
細
等
の
確
認
に
代
え
て
、
図
表
３
の

算
式
に
よ
り
算
出
し
た
金
額
を
、
業
務

の
た
め
の
通
話
料
と
す
る
こ
と
が
で
き
ま

す
。

　

算
式
中
の
「
½
」
は
、
１
日
24
時
か

ら
平
均
睡
眠
時
間
８
時
間
を
除
い
た
時

間
（
16
時
間
）
の
う
ち
、
労
働
時
間

（
法
定
８
時
間
）
の
占
め
る
割
合
を
仮

定
し
て
算
出
さ
れ
て
い
ま
す
。
な
お
算

式
に
よ
ら
ず
、
よ
り
精
緻
な
方
法
で
算

出
し
た
金
額
を
業
務
の
た
め
に
使
用
し

た
金
額
と
す
る
こ
と
も
で
き
ま
す
。

②　
基
本
使
用
料

　

基
本
使
用
料
等
に
つ
い
て
は
、
業
務

の
た
め
に
使
用
し
た
部
分
を
合
理
的
に

計
算
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。
た
と
え

ば
、
図
表
３
の
算
式
に
よ
り
算
出
し
た

金
額
を
企
業
が
従
業
員
に
支
給
す
る
場

合
は
、
給
与
課
税
と
な
り
ま
せ
ん
（
事

例
１
）。

⑵　
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
接
続
通
信
料

　

基
本
使
用
料
や
デ
ー
タ
通
信
料
等
に

つ
い
て
は
、
業
務
の
た
め
に
使
用
し
た

部
分
を
合
理
的
に
計
算
す
る
必
要
が
あ

り
ま
す
。

　

　

た
と
え
ば
、
図
表
３
の
算
式
に
よ
り

算
出
し
た
金
額
を
企
業
が
従
業
員
に
支

給
す
る
場
合
は
、
給
与
課
税
と
な
り
ま

せ
ん
。
た
だ
し
、
従
業
員
本
人
が
所
有

す
る
ス
マ
ー
ト
フ
ォ
ン
の
本
体
の
購
入

代
金
や
業
務
の
た
め
に
使
用
し
た
と
認

め
ら
れ
な
い
オ
プ
シ
ョ
ン
代
等
（
音
楽

動
画
等
の
定
額
利
用
料
等
）
を
企
業
が

負
担
し
た
場
合
は
、
そ
の
金
額
は
給
与

課
税
と
な
り
ま
す
（
事
例
２
）。

　
従
業
員
が
負
担
し
た
電
気
料

金
を
支
給
す
る
場
合
、
在
宅
勤

Q

務
の
使
用
部
分
は
ど
の
よ
う
に
計
算
す

れ
ば
よ
い
か
？

　

電
気
料
金
（
基
本
料
金
や
電

気
使
用
料
）
に
つ
い
て
は
、
業

務
の
た
め
に
使
用
し
た
部
分
を
合
理
的

に
計
算
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　

た
と
え
ば
、
図
表
４
の
算
式
に
よ
り

算
出
し
た
金
額
を
、
企
業
が
従
業
員
に

支
給
す
る
場
合
は
、
給
与
課
税
と
な
り

ま
せ
ん
。
算
式
の
「
½
」
は
、
図
表
３

と
同
じ
考
え
方
で
す
。
算
式
に
よ
ら

ず
、
よ
り
精
緻
な
方
法
で
算
出
し
た
金

額
を
業
務
の
た
め
に
使
用
し
た
金
額
と

す
る
こ
と
も
で
き
ま
す
（
事
例
３
）。

　
企
業
が
在
宅
勤
務
に
必
要
な

レ
ン
タ
ル
オ
フ
ィ
ス
代
等
を
従

業
員
に
支
給
し
た
場
合
は
、
給
与
課
税

と
な
る
の
か
？

　

自
宅
に
在
宅
勤
務
を
す
る
ス

ペ
ー
ス
が
な
い
従
業
員
に
対
し

て
、
自
宅
近
く
の
レ
ン
タ
ル
オ
フ
ィ
ス

等
で
在
宅
勤
務
す
る
こ
と
を
認
め
て
い

る
場
合
、
次
の
い
ず
れ
の
方
法
で
あ
っ

て
も
給
与
課
税
と
な
り
ま
せ
ん
。

①�　

企
業
が
従
業
員
に
金
銭
を
仮
払
い

し
た
後
、
従
業
員
が
領
収
書
等
を
企

業
に
提
出
し
て
費
用
を
精
算
す
る
方
法

②
　
従
業
員
が
立
替
払
い
で
費
用
を
負

担
し
、
領
収
書
等
を
企
業
に
提
出
し

て
費
用
を
受
領
す
る
方
法

ＡQＡ

●▲

ひ
ら
い
　
み
つ
ひ
ろ
　
平
井
会
計
事
務
所
代
表
。「
会
計
を
通
じ
て
人
を
幸
せ
に
す
る
」
を

モ
ッ
ト
ー
に
、
中
小
企
業
の
経
営
改
善
や
税
務
相
談
に
力
を
入
れ
て
い
る
。

【事例１：電話料金の在宅勤務費用の計算】
（問）�２月に在宅勤務を 14日行なった従業員が、月額１万円の通

信料（通話料と基本使用料の合計）を負担した。在宅勤務の
業務に使用した部分の金額はいくらか？

（答）10,000 円 ×14日／ 28日 ×1／ 2＝ 2,500 円

【事例２：インターネット接続通信料の在宅勤務費用の計算】
（問）�４月に在宅勤務を15日行なった従業員にスマートフォン料金の

補助として5,000円を支給した。従業員が負担したスマートフォ
ン料金は以下のとおりだが、給与課税となる金額はいくらか？

　　・基本使用料：3,000 円（3GBまで無料）
　　・データ通信料：1,000 円（3GB超過分）
　　・業務使用にかかる通話料：1,000 円（通話明細書より）
（答）①　業務のための通話料：1,000 円
　　 ②　業務のための通信料：
　　　（3,000円＋1,000円）×15日／30日×1／ 2＝1,000円
　　 ③　給与課税の金額：5,000 円−①−②＝ 3,000 円

図表４　業務のために使用した電気使用料等の算式

【事例３：電気料金の在宅勤務費用の計算】
（問）�4月に在宅勤務を 15日行なった従業員に電気料金の補助と

して 5,000 円を支給した。従業員が負担した電気料金は以
下のとおりだが、給与課税となる金額はいくらか？

　　・電気料金：10,000 円
　　・自宅の床面積：80㎡
　　・業務のために使用した部屋の床面積：20㎡
（答）①　業務のための電気料金：
　　　10,000円 ×20㎡／80㎡×15日／30日×1／ 2＝625円
　　  ②　給与課税の金額：5,000 円−①＝ 4,375 円

図表３　業務のために使用した通話料等の算式
業務のために使用した
基本使用料や
通話料等

従業員が負担した1か月の
基本使用料や通話料等

××＝
1

2

その従業員の１か月の
在宅勤務日数
該当月の日数

業務のために使用した
基本料や電気使用料等

従業員が負担した1か月の
基本料や電気使用料等 ××＝ ×

1

2

業務のために使用した
部屋の床面積
自宅の床面積

その従業員の１か月の
在宅勤務日数
該当月の日数


